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③ 精神障害者支援の推進等について   155 10：30～10：45  
（精神・障害保健課）   

④（独）のぞみの園における施設利用者の地   5  10：45′〉10：50  
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告～   

・（福）拓く   

②工賃倍増計画の取り組み＜行政担当－   70  13：30～14：40  
コンサル担当事業者の立場から＞   
・滋賀県   

・和歌山県   

・福祉ベンチャーパートナーズ   

（卦工賃水準ステップアップ事業（H18   20  14：40′、■15：00  

モデル実施）等の報告   
・全国社会福祉協議会  

（休  憩）  （30）  

15：30′〉17：30  
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平成20年度  
障害保健福祉関係概算要求の概要  

厚生労働省 障害保健福祉部  
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～平成20年度概算要求額～  

平成19年度予算額   9，004億円  

平成20年度概算要求額   9，532億円  

対前年度増加額  527億円  

対 前 年 度 伸 率  5．9％増  

（参考）  

障害福祉サービス関係費  

（19年度予算）  （20年度要求）  （増 減）   （伸 率）  

4，873億円 → 5，332億円   ＋459億円（9．4％増）  

一 主要事項 －  

◆ 障害者の自立生活の支援  

（19年度予算）  （20年度要求）   （増 減） （伸 率）  

○ 自立支援給付（福祉サービス）  

4，473億円 → 4，882億円  ＋409億円（9．1％増）  

○ 地域生活支援事業  

400億円 →  450億円  ＋50億円（12．5％増）   

○ 自立支援医療（公費負担医療）  

1，313億円 →1，350億円  ＋37億円（2．8％増）  
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◆ 精神障害者の地域移行支援  

○ 精神障害者地域移行支援特別対策事業（新規）  25億円  

○ 精神科救急医療体制整備事業  

15億円 →  21億円  ＋6億円（ 40％増）  

○ 認知症疾患医療センター運営事業（新規）  2．4億円  

◆ 障害者の就労支援  

○ 工賃倍増5か年計画支援事業  

5億円 →  15億円  ＋10億円（200％増）  

○ 債務保証事業（新規）  4億円  

◆ 発達障害者支援施策  

○ 障害保健福祉関係  

8億円 →  8．5億円  ＋0．5億円（6．3％増）  

※ 厚生労働省全体  

9．6億円 → 10．8億円  ＋1．2億円（12．5％増）  

◆ 自殺対策  

○ 障害保健福祉関係  

1．7億円 →  3．8億円  ＋2．1億円（124％増）  

※ 厚生労働省全体  

12億円 →  16億円  ＋4億円（33．3％増）   
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～平成20年度概算要求の概要～  

1 障害者の自立生活を支援するための施策の推進  

（1）良質な障害福祉サービスの確保  4，882億円   

ホームヘルプ、グループホーム、就労移行支援事業等の障害福祉サービスについ  

て、障害福祉計画に基づき、各市町村において推進を図る。  

（2）障害児施設に係る給付費等の確保  636億円   

知的障害児施設等の障害児施設において、障害のある児童に対する保護・訓練を  

行うために必要な経費を確保する。  

（3）地域生活支援事業の着実な実施  450億円   

障害者のニーズを踏まえ、移動支援や地域活動支援センターなど障害者の地域生  

活を支援する事業について、市町村等における事業の着実な実施及び定着を図る。   

（市町村事業）  

相談支援、コミュニケーション支援、日常生活用具給付等、移動支援、地域  

活動支援センター 等  

（都道府県事業）   

専門性の高い相談支援（障害者就業・生活支援センター等）、広域的支援、サ  

ービス提供者等の育成 等  

（4）障害者に対する良質かつ適切な医療の提供  1．350億円   

障害者の心身の障害の状態の軽減を図るための自立支援医療（精神通院医療、更  

生医療（身体障害者を対象）、育成医療（身体に障害のある児童を対象））を提供す  

る。  
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82億円  （5）障害者自立支援法の着実な施行の推進  

障害者自立支援法を着実に施行するために、必要な事業を推進する。   

○ 障害者保健福祉推進事業  25億円  

障害者自立支援法の着実な施行のための先駆的・革新的なモデル事業に対す  

る助成を行い、障害者に対する保健福祉サービスの一層の充実を図る。  

○ 障害者就労訓練設備等整備事業  24億円  

既存の障害者施設等が就労移行支援等の新たな障害福祉サービスを実施する  

ために必要な設備等を整備する場合の助成を行う。  

28億円   （6）障害者の社会参加の促進  

視覚障害者に対する点字情報等の提供、手話通訳技術の向上、ITを活用した情  

報バリアフリーの促進、障害者スポーツや芸術文化活動の振興等を支援し、障害者  

の社会参加の促進を図る。  

○ 北京パラリンピック競技大会派遣等事業の実施（新規）  83百万円  

北京パラリンピック日本代表選手団の派遣及び国内強化合宿を実施する。  
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2 精神障害者の地域移行を支援するための施策の推進  

（1）精神障害者地域移行支援特別対策事業の創設（新規）   25億円  

受入条件が整えば退院可能な精神障害者の退院支援や地域生活支援を行う地域移   

行推進員を配置するとともに、地域生活に必要な体制整備を促進する地域体制整備   

コーディネーターを配置することにより、精神障害者の地域生活への移行を着実に   

推進する。  

21億円   （2）精神科救急医療体制の強化  

精神障害者の地域生活を支える医療提供体制を充実させるため、24時間対応可  

能な情報センターの機能強化、身体合併症対応施設の確保、診療所に勤務する精神  

保健指定医の救急医療機関での診療協力体制の構築など、地域の実情に応じた精神  

科救急医療体制の強化を図る。  

（3）精神障害に対する国民の正しい理解の促進  86百万円   

精神疾患や精神障害者に対する国民の正しい理解を促進するための普及啓発を推  

進する。  

（4）認知症疾患医療センター運営事業の創設（新規）  2．4億円   

認知症の専門的医療の提供体制を強化するため、認知症疾患医療センターを創設  

し、鑑別診断、専門医療相談、合併症対応、医療情報提供等を行うとともに、かか  

りつけ医や介護サービスとの調整を行う。  
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3 障害者の就労を支援するための施策の推進  

（1）福祉施設で働く障害者のエ賃倍増5か年計画の取り組みの推進  

15億円   

福祉施設等で働く障害者のエ賃水準を引き上げるため、都道府県が策定した「エ  

賃倍増5か年計画」に基づき、関係行政機関や地域の商工団体等の関係者を挙げた  

協力の下、福祉施設等の支援を行う。  

（2）債務保証事業の創設（新規）  4億円   

就労支援事業の経営の弓負化を図るため、不動産担保等の提供が困難な場合におい  

てもー定の要件のもと、独立行政法人福祉医療機構から運転資金等の融資が受けら  

れるよう債務保証事業を創設する。  
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4 発達障害者支援施策の更なる拡充  

（1）発達障害者への支援手法の開発や普及啓発の着実な実施  

6．4億円   

発達障害者の支援手法を開発するとともに、専門家の育成や普及啓発について着  

実に実施する。  

○ 発達障害者就労支援モデル事業の創設（新規）  45百万円  

国立身体障害者リハビリテーションセンターにおいて、青年期発達障害者の  

職業的自立を図るため、関係機関等と連携して就労支援モデル事業を実施する。  

○ 発達障害者支援開発事業の推進  5．2億円  

発達障害のある子どもの成長に沿った一貫した支援ができるよう先駆的な取  

組を通じて発達障害者への有効な支援手法を開発・確立する。  

○ 発達障害情報センター機能の充実  50百万円  
発達障害情報センターにおいて、発達障害に関する国内外の文献、研究成果  

等を集積し、全国の発達障害者支援機関等への情報提供を行うとともに、発達  

障害に関する幅広い普及啓発活動を実施する。  

○ 発達障害研修事業の充実  19百万円  
各支援現場における支援内容の充実を図るため、発達障害者支援に携わる職  

員等に対する研修を実施する。  

（2）発達障害者の地域支援体制の確立  2．1億円  

発達障害者の支援を実施する地域支援体制の確立を推進する。   

○ 発達障害者支援センター運営事業の推進  （地域生活支援事業の内数）  

各都道府県・指定都市に設置する発達障害者支援センターにおいて、発達障   

害者やその家族などに対して、相談支援、発達支援、就労支援及び情報提供な  

どを行う。  

○ 発達障害者支援体制整備事業の推進  2．1億円  

ライフステージに応じた一貫した支援を行うため、都道府県・指定都市の各  

圏域において、支援関係機関のネットワークを構築する。  
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5 自殺対策の推進  

（1）うつ病等の精神疾患に関する国民の正しい理解の促進 86百万円   

自殺との関係が強いとされるうつ病等の精神疾患に関する正しい理解のためのメ  

ディアを活用した広告活動、街頭キャンペーン等による普及啓発を実施する。  

（2）自殺予防に向けた人材養成の推進（新規）  1億円   

うつ病の早期発見t早期治療など自殺予防に向けた人材養成を推進するために、  

必要な研修事業を実施する。  

○ かかりつけ医うつ病対応力向上研修事業の実施（新規）  98百万円  

うつ病の早期発見暮早期治療につなげるため、かかりつけ医に対するうつ病  

の診断・治療技術の向上や医療連携等に関する研修を実施する。  

○ 心理職等カウンセリング技術向上研修事業の実施（新規）  4百万円  

精神科医をサポートする人材を養成し、精神科医療体制を充実させるため、  

医療現場に従事する心理職等を対象とした専門的な研修を自殺予防総合対策セ  

ンターにおいて実施する。  

（3）自殺未遂者・自殺者遺族対策事業の実施（新規）  33百万円   

自殺未遂者や自殺者遺族へのケア対策のガイドラインの普及を推進するため、医  

療従事者に対する研修や自殺者遺族等を対象としたシンポジウムを開催する。  

（4）自殺予防総合対策センター機能の充実  28百万円   

自殺予防総合対策センターにおいて、国内外の情報収集、We bサイトを通じた  

情報提供、関係団体等との連絡調整を行うとともに、関係機関の相談員に専門的な  

研修を実施する。  
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（5）地域での効果的な自殺対策の推進  1．3億円   

地域における先進的な自殺対策の取組を検証・推進するとともに、地域精神保健  

従事者に対して実践的な研修を実施する。  

（6）自殺問題に関する総合的な調査研究等の推進  3億円  
※他局計上分。   

自殺に至った経緯を克明に解明する研究、自殺予防に係る地域介入研究、救急部  

門における再発防止研究等を実施する。  
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6 その他  

（1）心神喪失等の状態で重大な他苦行為を行った者に関する医療提供体   

制の整備  

160億円  
※他局計上分を含む。   

心神喪失者等医療観察法を適切に施行するため、引き続き、指定入院医療機関の  

確保を図るとともに、医療従事者等の研修を行うなど医療の提供体制の整備を推進  

する。  

1，284億円  （2）障害者に係る手当の給付  

特別児童扶養手当、特別障害者手当等に必要な経費を確保する。  

90億円  
※保護施設等の整備費分を含む。   

（3）障害福祉サービス提供体制の整備  

生活介護、自立訓練、就労移行支援等の障害者の日中活動に係る事業所の整備を計  

画的に促進するため、社会福祉施設等施設整備費において、必要な経費を確保する。  

（社会一援護局一括計上）  
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ス利用を中止した者のフォローアップについて  

○ 例外的ではあるものの、利用者負担を理由にサービス利用を中   

止した者が存在している。   

○ サービス利用の中止者については、地域で孤立することがない   

よう市町村において適切にフォローアップすることが必要である。  

○ 都道府県においては本年2月の調査及び今回実施した調査の結   

果について、市町村に確実にフィードバックを行うとともに、市   

町村において適切なフォローアップがなされるよう、市町村に対  

し適切な助言を行うなど丁寧な対応をお願いしたい。  

障害保健福祉部企画課   



精神障害者支援の推進等  
について   
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精神障害者地域移行支援ブロック別研修会の実施について  

（開催趣旨）  

－精神障害者の地域移行支援については、障害福祉計画に基づき、各削台体において着実に推進して  
いくことが求められている。  

・厚生労働省では、自治体担当者を対象に平成19年5月に精神障害者退院促進支援研究会を開催し  
たところであるが、さらに地域の実情及び課題に対応した研修が望まれていることから、ブロック別研修  

を実施し、精神障害者の退院促進及び地域体制整備等に関する取組の推進を図る。  
（開催方法）  

北海道・東北ブロック、関東信越ブロック、東海北陸ブロック、近畿ブロツウ、中国四国ブロック、九州ブ  

ロック別で開催。  

（参加対象）  

本庁担当者の外、保健所職員、市町村職員、事業受託事業者等を対象。  

（研修内容）  

テーマに応じた講義、グループ討議の実施や、ブロック内で事業の進捗度合いに応じ、自治体のグ  

ル叫プ騨ナを行い実施することなどを検討。なお、想定されるテ血瓜マは以下のとおり。  

一先進的な自治体を対象とした、退院促進支援事業終了後のフォロ畑、生活保護部局との連携な   
ど、地域移行支援を進める際の課題   
軸それ以外の自治体を対象とした、退院促進支援事業立ち上げの際の関係者への理解の普及方   
法、実際の支援方法等の課題   

叫ブロック内の全自治体を対象とした、住睾いの場の確保策等共通の課題   

※具体的には、9月申に各都道府県に、研修内容を検討するためのアンケ仙卜を実施し、検討する。   



自殺対策関連予算について平成算額 

→ 

【課題】  

我が国の自殺者数は、平成10年に3万人を超え、その後も高い水準が続いている。  
このような状況に対し、自殺対策の指針として、自殺総合対策大綱（別紙1）が平成19年6月に策定され、これに基づき政  
府として自殺対策を総合的に推進する必要がある。  

【基本方針】  

自殺総合対策大綱を踏まえ、当面の重点施策のうち、特に集中して取り組むべき施策を実施する。  
※ 数値目標＝平成28年度までに自殺率を20％以上減少  

平  
自殺予防総合対策センター  

成  
・自殺予防総合対策センター経責  28百万円  

19  
こころの健康づくり普及啓発事業の推進  

年  

・地域精神保健指導者（こころの健康問題）研修事業  2百万円  

・自殺未遂者・自殺遺族ケア対策検討会経費  1百万円  
度  ■地域自殺対策推進事業  129百万円  

l  l   

当面の重点施策  取り組むべき施策  

平
成
2
0
年
度
要
求
 
 

国民一人ひとりの気づきと見守りを  

促す  

・精神障害の正しい理解のための普及・啓発事業（拡充）  

86百万円  

早期対応の中心的役割を果たす人  
材を養成する  

・かかりつけ医うつ病対応力向上研修事業（新規）  

98百万円  

適切な精神科医療を受けられるよう  

にする  

りb理職等カウンセリング技術向上研修（新規）  

4百万円  

・自殺未遂者ケア対策研修（新規）  
自殺未遂者の再度の自殺を防ぐ  7百万円  

・自殺遺族ケア対策シンポジウム（新規）  
遺された人の苦痛を和らげる  27百万円   



自殺対策基本法（平成18年10月施行）のあらまし  

基本的施策  

①
（
老
③
④
⑤
⑥
⑦
⑧
⑨
 
 

自殺防止等に関する調査研究、情報収集・提供等  
教育・広報活動等を通じた国民理解の増進  

人材の確保・養成・資質向上  

職域、学校、地域等における心の健康保持に係る体制整備  
精神科医に受診しやすい環境整備、精神科医と他の医師との連携等の確保  
自殺の危険性が高い者の早期発見、相談など自殺発生回避のための体制整備  
自殺未遂者に対する支援  

親族等に対する支援  

民間団体の活動に対する支援  

自
殺
対
策
大
 
 

内閣府特命担当大臣（自殺対策  
国家公安委員会委員長  
内閣府特命担当大臣（金融）  
総務大臣  
法務大臣  
文部科学大臣  
厚生労働大臣  
農林水産大臣  
経済産業大臣  
国土交通大臣  

自殺対策の実施状況の年次報告   



⊂二重二重コ  現状と基本認識  （平成19  

（現状）  

○平成10年に自殺者数が3万人を超え、以  

降、9年連続で高い水準で推移   

欧米の先進諸国と比較しても高い水準  
○世代別の自殺の現状  

・将来ある子どもの自殺や20代、30代のインタ¶ネット   

自殺が問題化  

・心理的、社会的負担の大きい中高年男性が自殺者   

急増の主要因  

・高齢者は、健康問題に加え、介護、看病疲れも課題  

（基本認識）  

◇自殺は追い込まれた末の死  
・多くの自殺は個人の自由な意思や選択の結果ではなく、社会的要因を含む   
様々な要因が複雑に関係して、心理的に追い込まれた末の死  

1自殺者の多くは、．自殺の直前にうつ病等の精神疾患に罷患  

◇自殺は防ぐことができる   

璃j度、慣行の見直しや相談・支援体制の整備という社会的な取組   
とうつ病等の精神疾患に対する適切な治療により予防が可能  

◇自殺を考えている人はサインを発している  
家族や同僚の気づきを自殺予防につなげていくことが課題  

当面の重点施策  
○自殺の実態を明らかにする  

○国民一人ひとりの気づきと見守りを促す  

○早期対応の中心的役割を果たす人材を養成する  
○心の健康づくりを進める  

○適切な精神科医療を受けられるようにする  

○社会的な取組で自殺を防ぐ  

○自殺未遂者の再度の自殺を防ぐ  

○遺された人の苦痛を和らげる  

・司  

畠化する  

自殺対  

○平成28年までに、自殺率を209一も以上減少  

○なお、一人でも多くの自殺を考えている人を救うため、  

早期の目標達成に努力  
○巨∃標達成の場合、見直し期間にかかわらず数値目標を見直す  

推進体制等  
○国、地方それぞれに関係行政機関、民間団体等相互の  
緊密な連携・協力  

○評価見直しへの民間有識者の関与  

05年後を目途に見直し   
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‡ね ら い  
‾   「  促進  0発達障害の定義と発達障害への理解の  

○発達障害者に対する生活全般にわたる支援の促進  

0発達障害者支援を担当する部局相互の緊密な連携の確保  

諾 概 要  

定義：発達障害＝広汎性発達障害（自閉症等）、学習障害、注意欠陥・多  
運常低年齢で発現する脳機能の障害  

就学後（青壮年期）  就学中（学童期等）  
¶－叩 

‾、、、＼  

○早期の発達支援  

0乳幼児健診等に   

よる早期発見   

○就学時健康診断における発見  
○適切な教育的支援i支援体制の   

整備  

○放課後児童健全育成事業の利用  

○専門的発達支援   

0発達障害者の特性に応じた   
適切な就労の機会の確保  

0地域での生活支援  
0発達障害者の権利擁護  

蔓 l J  

、＿＿＿▲＿…＿▼＿  ＼、＿＿、＿＿  

発達障害者支援センタ劇 専門的な医療機関の確保（都道府県）  

専門的知識を有する人材確保 調査研究（国）   



平成19年度   課 題  ～平成19年度  平成20年度～  平成20年度  期待される 成果  

2．1億円   ●発達障害 援体制整備事業2．1億円  ○地域の体制   

●支援ネットワークの   発達障害の検討委員会を設置（都道府県）、   発達障害の検討委員会を設置（都道府県）、   整備   

形成   個別支援計画の作成（市町村）等を行うことに   個別支援計画の作成（市町村）等を行うことに  

より、支援の体制を構築   

①地域支援体制の確立  ●発達障害者支援体制整備事業   
より、支援の体制を構築   

者支  

●全県的な相談支援   

の充実   

支援及び情報提供などを実施   ●発達障害者支援センターの設置∴運営  

②支援手法の開発   5．2億円  ○支援手法の  

●発達障害者支援開発事業   5，2億円   援手法を開発■確立（全国20箇所程度）  

的に実践して、その分析・検証を通じて有効な支  

●発達障害者支援開発事業  

新●青年期発達障害者の地域生活移行への 就労支援に関するモデル事業45百万円 地域での職業生活を含めた自立生活を実現 するための就労支援体制のサービスモデルを確立   

③情報提供・普及啓発  ●発達障害 50百万円   ●発達障害情報センター  
○情報提供・  

発達障害に関する知見を集積し、全国にイン   

50百万円  
普及啓発  

発達障害に関する知見を集積し、全国にイン  

ターネット等により情報提供・普及啓発   ターネット等により情報提供・普及啓発   

④専門家の育成   18百万円   ●発達障害研修 18百万円  ○人材育成  
小児医療、精神医療、療育の3分野について、   小児医療、精神医療、療育の3分野について、  

発達障害支援に携わる職員に対する研修を   発達障害支援に携わる職員に対する研修を  
行い、各支援現場等における対応を充実   ●発達障害研修事業  行い、各支援現場等における対応を充実  

事業  



○発達障害者支援開発事業  

国に発達障害者施策検討会、都道府県・指定都市（全国20箇所程度）に企画・推進委員  
会を設置し、発達障害者、その家族、関係者に対する支援方策をモデル事業として実施し  
（市町村、社会福祉法人等に委托可）、それを評価■分析して発達障害者への有効な支援  
手法を開発・確立する。  

都
道
府
県
指
定
都
市
 
■
 
 
 



○発達障害情報センタ仙  

発達障害に関する知見を集積し、全国へ情報提供・普及啓発活動を行う。  
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 発達障害情報センター  

［
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「  発達障害に対する理解の促進  

発達障害者支援の普及一向上   



（参 考）  「‾‾  

議這束il  発達障害者支援施策の平成20年度予算概算要求（障害保健福祉部関  

子どもの心の診療拠点病院機構推進事業（仮称）の創設（新規）  
母子保健医療対策等総合支援事業の内数  

様々な子どもの心の問題、児童虐待や発達障害に対応するため、都道府県域における  

拠点病院を中核とした地域の医療機関、保健福祉機関等と連携した支援体制づくりの  
田
切
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 、ためのモデル事業を実施する ＼＼＿   

寄手どもの心の診療中央拠点病院の整備に必要な経費（新規）  

30百万円（0百万円）  

「子どもの心の診療拠点病院機構推進事業（仮称）」を実施するとともに、子どもの心の診療  
中央拠点病院の整備を行い、人材育成や都道府県拠点病院に対する技術的支援等を行う  

と若年コミュニケーション能力要支援者就職プログラムの実施  

86百万円（89百万円）  

発達障害等によりコミュニケ鵬ション能力に困難を抱えている求職者に対して希望や特性に  

1
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、し  

、応じた専門支援を行う  

・発達障害者就労支援者育成事業  ノ室2百万円（13百万円）  

発達障害者支援センタwにおし、て、医療、保健、福祉、教育等関係機関の支援者に対する  

し就労支援ノウハウの付与のための講習会等を実施  

‡発達障害者に対する職業訓練の推進  106百万円（53百万円）  

仙般の職業能力開発校において、発達障害者対象職業訓練コ地久を設置するモデル事業  

を拡充するなど、その職業訓練機会の充実を図る  
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医療観察法関係について   

医療観察法とは、心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者に対し、その道切な処遇を決定する  
ための手続等を定めることにより、継続的かつ適切な医療並びにその確保のために必要な観察及び指  
導を行うことによって、その病状の改善及びこれに伴う同様の行為の再発の防止を図り、もってその社会  
復帰を促進することを目的とする。  

1．指定入院医療機関の整備状況  
・国関係として、11か所を指定、3か所において建設中である。  
・都道府県関係として、1か所を指定、3か所において建設・建設準備中である。   

関等の確保  

・指定通院医療機関については全国で260か所の医療機関を指定、鑑定入院医療機関については全国で235か所   
の医療機関を推薦した。  
・指定通院医療機関については、地域偏在があり対象者の円滑な社会復帰の促進を図るためには可能な限り各地域   
で医療が受けられるようにすることが重要であること、また、鑑定入院を引き受ける医療機関については、対象者の増   
による業務負担が増加していることから、引き続き確保に向けてご協力願いたい。  

健判定医・精神保健参与員候補者 3．精神保 の推薦  

・判定医候補者658名、参与員523名を平成18年名簿に登載し、最高裁等に提出した。   
一 平成19年名簿については、全国で判定医については900名余り、参与員については700名余りの確保を目標に、   
関係機関に協力をお願いしているところであり、各都道府県におかれても、引き続き確保に向けてご協力願いたい。   

4．通院対象者の地域における連携体制の確保  
一 地域処遇が適正かつ円滑に実施されるためには、これを担う諸関係機関が相互に連携協力して取り組むことが重要   
である。  

・保護観察所をはじめ、諸関係機関と必要な情報交換を行うなどして、平素から緊密な連携が確保されるよう努めてい   
ただきたい。   



過払 整艶計画方針  

1．国関係   
必要病床数約700床のうち、国関係の病院における整備病床を、当初予定していた  

240床から約360床に引き上げ、   

① 精神専門病院（14か所）全てに整備することとしており、   
② 現在11か所を指定し、3か所において建設ヶ建設準備中である。  

2．都道府県関係   
また、対象者の社会復帰の促進を図るため、可能な限り各地域で入院医療の確保が  

図れるよう、15床～30床の病棟規格に加えて14床以下の病床からなる病棟（小規格  
病棟）の規格も設定し、原則として全ての都道府県で指定入院医療機関の整備（負担率  
10／10）を要請するものである。  

【具体的な要請事項】  

① 指定入院医療機関の整備。  
② 現状において、指定入院医療機関の整備を困難とする都道府県においては、   
次のような具体的な対応方策を講ずること。   

・都道府県立病院の建て替え整備計画への具体的な記載  
8 医療計画見直しの際への具体的な記載   





独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園  
における施設利用者の地域生活への移行等について   

のぞみの園は、昨年度（平成18年）10月の障害者自立支援法の本格施  

行に伴い、新事業体系に移行しており、r▲施設入所支援」、「生活介護」及び  

「自立訓練（生活訓練）」を実施している。   

また、群馬県知事の指定を受け、「短期入所」及び「相談支援」の事業を  

実施するほか、高崎市等か らの委託により「日中一時支援事業（地域生活支  

援事業のその他の事業）」を実施している。  

1，施設利用者の地域生活への移行の取組みについて   

地域生活移行について、出身地域や近隣地域のケアホーム等への移行  

を基本として進めている一ところであり、施設利用者本人の意向はもちろ  

んのこと、保護者等の意向、本人の生活歴等も尊重しつつ、個々の施設  

利用者ごとに慎重かつ丁寧に進めていくことを基本としている。   

＜施設利用者の地域生活への移行について（別紙1参照）＞   

現在、のぞみの固においては、地域生活への移行に向けた様々な取組  

みを行い、関係の地方公共団体等と個別の協議を行っており、円滑な地  
域移行ついて引き続き協力をお願いするとともに、管内市区町村へ周知  

されたい。  

＜平成19年9月1日現在 出身地表：42都道府県255市区町村  
（別紙2参照）＞  

＊ のぞみの園 地域移行担当 → 地域支援部地域移行課  

沌L．027－320－1373）  

2，知的障害者の支援技術などに関する調査・研究等について  

①調査・研究等について   

知的障害者の支援技術などに関する調査・研究を行い、成果について  

情報提供を行っている。  

（平成18年度 主な調査・研究）   

ア．知的障害者の地域移行を困難にする二次的障害とその対策に関す  

る研究  

（平成16年度～平成18年度厚生労働科学研究費補助金）   



イ．知的障害のある人の地域生活移行支援過程における満足感の把握  

～地域生活体験者へのフォーカス・グループインタビュー法の実施から～  

＊ のぞみの園 調査・研究担当 → 企画研究部研究課  

（駄．027－320－1445）  

②援助・助言について   

知的障害関係施設等の求めに応じて、重度の知的障害者の地域移行の  

取組、障害者自立支援法に基づく新しい事業体系への移行、重度化・高  

齢化した知的障害者に対する支援技術等に関する援助・助言を行ってい  

る。  

＊ のぞみの園 援助・助言担当 ¶－－）事業調整部サー鵬ビス調整室  

（1も1一．027一っ20－－1562）  

③養成・研修について   

当法人においてけ、調査・研究の成果を踏まえ、全国 の知的障害者の  

支援業務等 に従事すう者に対し、専門的・体系的な養成・研修事業を実  

施しており、今後、下記セミナ、岬－を開催する予定であるので、管内の関  
係団体等に対して周知されたい。  

「
■
一
」
－
．
．
．
■
 
 
 
 
∴
 
 
 

研究コーース  開催場所  開催予定月  

成文援セミナーー  i2てミ［∃（木）～21  新事業体系）  

2FJ 知的障害者の健康  

管理セミナー（＊）   

ホテルメトロポ  

リタン高崎  

80人  12月  

6日（木）へJ7ぎヨ  

（金）  

＊ のぞみの固 養成・研修担当・一→ 企画研究部企画研修課  

沌L．027づ20一一1367）  



（別紙1） 施設利用者の地域生活め、の移行に誓い環   

0平成16年4月に入所者の地域移行を専門に扱   
う「地域支援部」を設置。   

0本人措保護者に対する説明会を開催。   
＝8年度）具体的な事例を視覚的に見せるため、   
地域移行した者の生活紹介ビデオを製作。   

0生活体験ホmムの設置句会室個室の専用施設、   
職員宿舎の空室等を活用して、入所者が地域生   
活を体験することを実施。   
（定員40名）  

地域移糎の取組み  

＼＿、＿＿止＿．州＿＿＿岬－，－W＿＿■【＿＿．叫＿＋＿Ⅶ．＿＿＿＿．．＿州＿  Ⅶノ  
ノ ［二〉  

区分   

ーー、 

ノ   ■  

0名   

‡16年度   8名   

17年度   6名   

▲   
Lう8   14名   6名  

宰19年度  者        巨年度    3名 貞    5名   1       4名  蒜  

．＝．i   

昌T   32名  

地域移行め進捗状況  

1
．
「
l
 
 

＼  

※15年度は10月から翌年3月   
までの6か月。  

19年度は7月末現在。  

地域移行した者（19年7月末現在）  

ぺく入所者数4月・3名  こ独法化韓との比較△56名）＞   



（別紙2） 独立行政法人のぞみの園施設利用者の出身市町村一覧  

平成19年9月1日 現在  



出身都道府県  出身市町村  入所  適所   

91  目黒区   3  

92  大田区   3   

93  世田谷区   

94  渋谷区   

95  杉並区   

9G  豊   4  

97  北区   

98  荒川区   

99  板橋区   4   

出身都道府県  出身市町村  入所  通所   

1：うり  川崎市   4  

14（）  城山町   

ト11  大和市   

トほ  横須賀市   

ト13  座間市   

ノ  野  

ト15  厚木市   

146  藤沢市   

1′17  横浜市   

1Sコ  岐阜市   

ユ83  多治見市   

184   静岡県  三島市   2  

185  静岡市   

1S6  伊豆の国市   



出身都道府県  出身市町村  入所  適所   

187  川根本町   

：圧ミ臼  藤   

1．89  裾野市   

190  松町   

t91  湖西市   1   

192  jl   

1～）3  

t（）4  森町   

195  愛知県  川＼牧市   I  

－‾…仙 

22】 赤穂市   

222   奈良県   天川村   

223   和歌山県   和歌山市   

221  紀の川市   l   

25   鳥取県   八頭町   l  

226  琴浦町   

2：三7  鳥取市   

228   島根県   益田市   l  

22ミ‥）  雲市   2   

2ニう0  2   

23i  江市   

2こう2   岡山県   岡山市   

2：う3   広島県   廿日市市   

出身都道府県  出身市町村  入所  適所   

234  広島市   4  

235  道市   

2：う6  北広島町   

2こう7  三原市   

2ニうH   山口県  岩国市   

2こう9  周南市   

240   徳島県  阿南市   

2ミ′ごと1  香j【l県  

∵∴†」  丸亀市  

t）′1リ  ∠ノトり   愛媛県  今治市   

㌢‖  伊町   

2／lざう  ■ 松山市   

1元竜 高知市   

土佐【町  

土佐市   ⊥聖－1岬＿＿．＿＿＿＿．MⅥ．－＿．→ ：シとJ  
虹⊥ 

一一叩－・・…1・  

ニ竺至至 大分市  山一  

細  

ヨ L二＿．∴剛＿、－⊥⊥⊥、．．＿、．」   



障害福祉計画に係る数値目標等の全国集計結果   

1 調査の概要等   

○ 概要  
各都道府県及び市町村については、国の基本指針において、遅くとも平成1  

8年度末までに障害福祉計画を作成することとしている。  

本調査は、各都道府県が策定した障害福祉計画について、国の基本指針にお  

いて定める数値目標及びサービス見込量の設定状況を把握するために報告を求  

め、概要を取りまとめたもの。  

○ 調査時点  

平成19年7月末時点における都道府県の障害福祉計画の数値目標及びサー  

ビス見込量を集計した。（各数値は、千未満を四捨五入している。）  

○ 調査対象自治体数  

47都道府二県   

2 各都道府県における障害福祉計画の全国集計結果について  

（1）数値目標の集計結果について  

※ 数値目標を設定していない都道胸二県があり、当該都道府県分を含まない数値である。  

1福祉施設からの地域生活への移行  
獄懐   考え：貯   

現在の施設入所者  14．6 万人  平成17年10月1日現在の全施設入所者  

1．9 万人  上記のうち、グループホーム・ケアホーム等へ地域移行する者の数  

地域生活移行者数  
13．2  ％  地域生活移行者数を全入所看で除した値  

施設入所者の削減数   
※ 1．1 万人  平成23年度末段階での削減数  

※  7．8  ％  削減数を全入所看で除した値   

2 退院可能精神障害者の減少  
項項 数億   考え万 

現在の退院可能精神障害者数については、各都道府県にお  

現在の退院可能精神障害者  
いて独自に実態調査を実施しているケースがあるため、調査  

4．9 万人                  時点や対象者が異なる場合や現在数を記載していない場合が  
ある。  

＼、＼＼：  報    嶺少尉二二と≧≧…ミとと…ミ≒  ※ 3．7 万人  上記のうち、平成23年度末までの減少数   

3 福祉施設から一般就労への移行  
項欝  敷儒   準養諏   

現在の年間一般就労移行者数  0．2 万人  平成17年度において福祉施設を退所し、一般就労した者の数   

0．9 万人  平成23年度において福祉施設を退所し、一般就労する者の数   
棟  年間一般就労移行音数  
億  3．9 岳  平成23年度目標値の平成17年度実績に対する割合  



（2）サービス見込量の集計結果について  

○新休系サービス見込王  

1訪問系サービス  

種類   平成18年度   平成19年度   平成20年度   平成23年度   

居宅介護  

重度訪問介護  

行動援護  
340．1万時間   376．1万時間   412．2 万時間   521．8 万時間   

重度障害者等包括支援  

2 日中活動系サービス  

種類   平成18年度   平成19年度   平成20年度   平成23年度   

生活介護   45．2 万人日分   132．1万人日分   201．7 万人日舅   393．7 万人日ガ   

自立訓練（機能訓練）   2．3 万人日分   5．9 万人日分   8．6 万人日∠   14．6 万人日舅   

自立訓練（生活訓練）   6．4 万人日分   20．0 万人日分   31．2 万人日   58．9 万人日ノ   

就労移行支援   8．9 万人日分   29．2 万人日分   41．5 万人日   72．0 万人日舅   

就労継続支援（A型）   3．1万人日分   9．2 万人日分   15．6 万人日   42．8 万人日舅   

就労継続支援（B型）   21．6 万人日分   73．9 万人日分   122．1万人日   234．2 万人日舅   

療養介護   0．3 万人分   0．4 万人分   0．4 万人分   1．0 万人分   

児童デイサーービス   23．3 万人日分   26．2 万人日分   28．3 万人日舅   33．9 万人日   

短期入所   21．1万人日分   24．4 万人日分   26．8 万人日   34．5 万人日∠   

3居住系サービス  

種類   平成柑年度   平成19年度   平成20年度   平成23年度   

共同生活援助，  
共同生活介護   

3．8 万人分   4．5 万人分   5．3 万人分   8．0 万人分   

施設入所支援   0．8 万人分   3．6 万人分   6．0 万人分   13．5 万人分   

4相談支援  

種類   平成18年度   平成19年度   平成20年度   平成23年度   

相談支援   1．6 万人分   2．8 万人分   3．4 万人分   4．8 万人分   

○旧体系サービス見込i  

l日中活動系サービス  

種類   平成18年度   平成19年度・   平成20年度   平成23年度   

旧通所系サービス   318．1万人日分   257．3 万人日分   201．0 万人日   5．7 万人日弱   

旧入所系サービス   247．2 万人日分   185．5 万人日分   132．7 万人日   3．5 万人日   

2居住系サービス  

種類   平成18年度   平成19年度   平成20年度   平成23年度   

旧入所系サービス   14．2 万人分   11．3 万人分   8．8 万人分   0．3 万人分   

（注1）ここでいう「時間」とは、平均的な月間のサービス提供時間をいう。  

（注2）ここでいう「人日分」とは、「人日分」＝「月間の利用人数」×「一人一月当たりの平均利用日数」をいう   



3 参考図  

【数値目模】福祉施設からの地域生活への移行  

妻 ○施設入所者の地域生活への移行については、平成23年産までに現在の施設入所者（14 6万人）のうち、19万人（約13％）が地  

… 域生活へ移行するとともに、入所待機者の動向等を勘案した結果、現在の施設入所者のうち11万人（約7 8％）が削減されることが  

至 見込まれている。  

‾‾‾一1●1‾‾‾‾‾■‾‾‾■一‾ 「  

【現在（平成17年10月時点）】  【平成23年度末】  

【数値目標】入院中の退院可能頼神障害者の減少日額値  

○退院可能精神障害者については、受け入れ条件が整えば退院可能な精神障害者（以下、退院可能精神障害者。）4 9万人   

のうち、平成23年度末までに3 7万人を退院させることが見込まれている。  

※数値隠棲を投  ていない都道  
府県があり、当該  

※現在の退院可能精神障害者数に  
ついては、各都道府県において独  

自に実態調査を実施しているケー  

スがあるため、調査時点や対象者  

が異なる場合や現在数を記載して  
いない場合がある。  

ない数値である   

【平成23年度末】   【現在】  



【数値目標】福祉施設から一般就労への移行等  

○一般就労への移行については、平成23年度中に一般就労へ移行する者の数が、平成17年度の一般就労移行実績の約3．9倍に  

なることが見込まれる。また、就労継続支援事業全体の見込量において、その約15％が就労継続支援A型である。  

【現在（平成17年度）】  【平成23年度】  

障害福祉サービス見込iの推移（訪問系サービス）  
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障害福祉サービス見込量の推移（日中活動系サービス）  
←‾●‾’‾■‾‾‾■‾■‾■■‾■‾■‾▲‾‾－■■＋▲‾●‾●‾■‾‾‾■‾■‾■‾■‾■－▲－■－■●■■一■▲－ 

※児童デイ・短期入所頒養介護は含んでいない0  

i※「人目分」＝「月間の利用人数」×「一人一月当たりの平均利用日数」・  

ヽ                                                J  

提
供
さ
れ
る
サ
ー
ビ
ス
の
総
量
 
 

（人日分）  

障害福祉サービス見込量の推移（居住系サービス）   



「工賃倍増5か年計画」  

の実現をめざして‥・  

平成19年9月18日  

厚生労働省 社会・援護局  

障害保健福祉部 障害福祉課  

障害者の就労支援に向けた最近の動き  

○障害者自立支援法の施行（平成18年4月）  

■障害者が地域で安心して暮らせる社会の実現を目指し、就   

労移行支援事業、就労継続支援事業等を創設するとともに、   
福祉と雇用の関係機関がネットワークを構築し、連携強化を   
図り、就労支援を抜本的に強化。   

○成長力底上げ戦喧（基本構想）（平成19年2月）  

■「福祉から雇用へ」の基本的考え方を踏まえ、公的扶助（福祉）   
を受けている人などについて、セーフティネットを確保しつつ，   
可能な限り就労による自立・生活の向上を図ることとし、そ   
のため『「福祉から雇用へ」推進5か年計画』を新たに策定・   
実施。   



成長力底上げ戦略   



3   



成長力底上げ戦略   

推進円卓会議  

4   



成長力底上げ戦略推進円卓会議  

○第1回 成長力底上げ戦略推進円卓会議（19年3月22日 首   
相官邸）  

■「成長力底上げ戦略」基本構想の趣旨及び今後の進め方等   

について議論  

○第2回19年6月6日 首相官邸  

1各戦略の19年度実施計画と20年度以降の取組方針等につい   
て議論  

○第3回19年7月9日 首相官邸  

■各戦略の進捗状況について、生産性向上と最低賃金の引上   

げについて議論  

地方版円卓会議の開催状況等  

05月18日から各都道府県において地方版円卓会議を開催  

○工賃倍増計画に関する意見（第2回円卓会議資料より抜粋）  

■工賃の現状は悲惨。障害者は隔離されるのではなく、一般   

の人と同じ職場で同じ仕事をすることを望んでいる。それが   

参加であり、地域がそれを受け入れることが大切。  

■障害者の就労へ向けた取組として「福祉から雇用へ」「工   

賃倍増計画」など関係機関等が連携して、その環境を整備   

していく必要がある。  

■障害者の雇用・自立にむけて、経済界を始め各機関が連携   

してきめ細かな支援をお願いしたい。特に市町村行政機関の   
積極的な受け入れをきたい。授産施設の通所者がやりがい   

をもてる工賃になる引き上げに期待。  
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■障害者の自立支援に向けて授産施設工賃収入の倍増が必要   

その推進に向けて本円卓会議での連携強化による取組の強   

化に期待。  

t障害者については工賃が非常に低く、障害者自立支援法によ   

り負担も増えている状況。福祉的雇用から一般的雇用に如何   

につなげていくかが課題と考えている。  

■県と連携して工賃向上支援計画の策定準備をしている。県内   

の状況を踏まえ、ニーズにあった計画を策定したい。事業の   

推進に当たっては、多様な分野との連携が鍵となるので、   

産業界、労働界等の協力をお願いしたい。  

工賃倍増5か年計画   



ハローワークを中心とした「チーム支援」  
～関係楼関のチーム支穫による福祉的就労から一般雇用への移行促進～  

0 授産・更正施設、小規模作業所  

（）医療保健福祉機関  

0 特別支援学校  

（）精神障害者社会適応訓練  

戯勝仁盾〝た殿リガみ  戯好  事業の協力事業所  

甜を希望LTい  
る題鍵慮剤眉者  

イヽ  
炭労定座・．資忍野 J好眉居若気好・戯芽室磨支援   

」」  L」  

ハローワーク  
専門援恥部門田堰当  
馬貢蓋蔑冒嘉室員等を配軋  障

害
者
就
労
支
援
チ
ー
ム
 
 

就
労
支
援
計
画
の
作
成
 
 

チ
ー
ム
構
成
員
が
連
携
 
 
 

し
て
支
援
を
実
施
 
 

記の福祉施設等  フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
 
 

支援関係者・専門機関  

（）障害者団体、障害壱支緩団体  
（）地域障害苔職業センター  
（）障害者就業・生；看支揺センター  
（）障害者雇用支i産センター  

（）和楽能力開発後  
（）障害看地域生活支擢センタ〉  
0 福祉事務所 等  

7   



授産施設等  定 員   

下丸子作業所   16人   

さわやかワークセント  22   

のぞみ園   51   

新蒲田馬込分場  19   

しいのき園   60   

上池台作業室   30   

その他   334   

（合 計）   532  

「工賃倍増5か年計画」による  

取組の必要性  

○就労継続支援B型事業所等で働く障害者の工賃水準を引き上   
げることを通じ障害年金を始めとする社会保障給付等による   
収入と合わせて地域において障害者が自立した生活を実現。   

○一般雇用、就労継続A型事業所への移行を推進。  

O「福祉から雇用へ」推進5カ年計画の一環として産業界等の   

協力を得ながら官民一体となった事業を推進。  
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都道府県が作成する  

「工賃倍増5か年計画」のポイント①  

○基本的事項  

■対象事業所の範囲   

就労継続支援B型事業所   

身体障害者授産施設（※）   

知的障害者授産施設（※）   

精神障害者授産施設（※）  

※障害者自立支援法移行前の旧体系施設   

■計画に取り組む期間   

平成19年度～平成23年度の5か年  

都道府県が作成する  

「工賃倍増5か年計画」のポイント②  

○盛り込む事項  

■平成23年度の目標工賃  

■平成23年度までの各年度において事業所を支援する具体的   
方策  

■その他必要な事項   

○留意事項  

1事業所の現状を把握し、課題を整理する。  

■ 目標工賃は、原則平成18年度実績の平均額の倍以上の水準   
を目指す。  

■企業的な経営手法を積極的に導入する。  

■都道府県と事業所の役割分担を明確にするとともに事業所の   
主体性が引き出されるものとなるよう工夫。  
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都道府県が作成する  

「工賃倍増5か年計画」の取組方法①  

○推進手段の例  

■事業所が作成する計画について、必要に応じ助言指導を行う。  

■事業所に企業的な経営手法の研修を実施する。  

■コンサルタントの派遣や企業OBの紹介・斡旋を行う。  

■企業に対する制度の周知と啓発。  

■その他工夫による取組。  

○計画の進捗管理  

■各年度において計画の達成状況の点検及び評価を行う。  

■毎年の事業所の実績の把握し、公表する。  

都道府県が作成する  

「工賃倍増5か年計画」の取組方法②  

○その他  

■計画の作成に当たっては、事業所、事業者団体、ハロー   

ワーク等労働関係者、地域の経済界の代表者等とネットワー   

クを構築し、意見集約を図ること。  

■商品開発や市場開拓、作業効率の向上につながる職場環境   

の改善等を行うためコンサルタントや企業OB等の外部の力を   

取り入れることも考えられる。  

■地方公共団体等が発注する官公需の活用や地域の産業界に   

も協力いただき企業等からの発注の促進にも取り組むこと。  

■工賃倍増計画支援事業費の積極的な活用。  
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「工賃倍増5か年計画」のイメージ  
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各事業所における取組  

■工賃水準を引き上げるためには、関係者による合意形成（コ   
ンセンサス作り）が重要。その上で全職員一丸となって取り   
組んでいただきたい。  

【関係者：経営者、施設長、職員、利用者、家族など】  

■各施設における現状分析とあるべき方向性とともに、なぜ工   
賃水準を引き上げることの意義と目的を共有化することが重   
要。  

■工賃水準を引き上げるためには、取り組む施設が常に主体   
性を確認、発揮しながらその責任を果たすことが重要。   

（コンサルタント任せでは効果が上がらない）  

「工賃引上げ計画」の作成  

○事業所の現状分析  

■職員や利用者等に対し経営状況、工賃、作業の状   
況等を説明し全職員で理解する。  

■目標工賃を達成するための年次計画を管理者だけ   

でなく職員もはいって全体で検討。  

■経営コンサルタントや企業OBなど外部の支援を受け   

入れ商品開発や市場開拓、作業効率の向上の助言   
をもらい解決すべき課題を整理。  
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目標工賃の設定  

○目標工賃の設定に当たっては、以下の点を考慮  

■地域の最低賃金や一般雇用されている障害者の賃   

金  

■各都道府県の目標工賃  

1地域の実情を踏まえ、障害年金と合算して障害者が   
地域で自立した生活を実現できるために必要な収入   

など  

PDCAサイクル  

OPDCAサイクルとは‥・  

■Ptan（計画）：従来の実続や将来の予測などをもとに   

して業務計画を作成する。  

■Do（実施・実行）：計画に沿って業務を行う。  

■Check（点検・評価）：業務の実施が計画に沿ってい   

るかどうか確認する。  

HAct（処置・改善）：実施が計画に沿っていない部分   

を調べて処置する。  
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PIan  

工賃引上げによる効果  

○工賃水準の引き上げを行うことにより様々な波及効果が報告   

されている。  

■利用者の作業活動における役割が明確化  

■仕事についての具体的イメージがもてた。 

■作業活動の目標を再確認できた。  

■作業への集中力が向上した。  

■売り上げアップという意識が醸成されたなど  

…施設サービスの質の向上、利用者が一般就労や就 ≒  

宣労継続A型へのステップアップにつながるとともに施…  

≡設サービスの改善へつながるものとしてほしい  
■■■■■●▲t■■■■■■■■■■■■●■▲■t■■■■■t■■＝＝＝＝＝■■■■■■■■■■●■■●■■■■■■■■＝＝■■■■■■＝■t■■■■■■■■  

｝  
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新事業体系への移行状況  

都道府県  箇所数  人数  都道府県  箇所数  人数  都道府県  箇所数  人数  

北海道   54   674  石川県   9   156  岡山県   18   186  

青森県   2   60  福井県   19   368  広島県   17   226  

岩手県   15   198  山梨県   4   24  山口県   6   74  

宮城県   93  長野県   13   207  徳島県   5   60  

秋田県   5   56  岐阜県   6   63  香川県   4   46  

山形県   3   36  静同県   50  愛媛県   134  

福島県   6   80  愛知県   23   241  高知県   5   51  

茨城県   36   554  三重県   3   33  福岡県   19   282  

栃木県   17   166  滋賀県   5   59  佐賀県   4   35  

群馬県   6   70  京都府   14   287  長崎県   9   82  

埼玉県   21   584  大阪府   54   630  熊本県   13   129  

千葉県   15   205  兵庫県   29   522  大分県   13   116  

東京都   41   575  奈良県   8   81  宮崎県   14   208  

神奈川県   23   394  和歌山県   8   97  鹿児島県   5   56  

新潟県   7   98  鳥取県   2   20  沖縄県   135  

富山県   10   107  島根県   9   97  ＝全国軒 6  8，7¢さ  

法人格．．．社会福祉471箇所6．092人、NPO95箇所1．185人、地方自治体20箇所694人、株式17箇所235人、医療15箇所  

113人 等   
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都道府県  箇所数  人数  都道府県  箇所数  人数  都道府県  箇所数  人数  

北海道   16   305  石川県   0   0  岡山県   2   30  

青森県   2   60  福井県   12   388  広島県   10   247  

岩手県   34  山梨県   20  山口県   2   30  

宮城県   2   25  長野県   6   112  徳島県   2   20  

秋田県   13  岐阜県   4   59  香川県   0   0  

山形県   2   52  静間県   3   105  愛媛県   20  

福島県   2   20  愛知県   6   88  高知県   0   0  

茨城県   ∠   90  三重県   0   0  福岡県   9   140  

栃木県   2   38  滋賀県   32  佐賀県   0   0  

群馬県   0   0  京都府   4   40  長崎県   5   90  

埼玉県   0   0  大阪府   3   48  熊本県   274  

千葉県   0   0  兵庫県   3   60  大分県   6   150  

東京都   2   30  奈良県   3   41  宮崎県   0   0  

神奈川県   5   50  和歌山県   2   50  鹿児島県   2   30  

新潟県   0   0  鳥取県   50  沖縄県   2   90  

富山県   0   0  島根県   2   20  会国計   140  2，931  

法人格．．．社会福祉88箇所2，171人、NP037箇所521人、株式・有限8箇所110人 等   
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障害者に対する就労支援の推進  

ー平成20年虔障害者雇用施箕関係予算概算要求のポイントー  

平 成19 年 8 月  

厚   生   労   働   省  

職業安定局 障害者雇用対策課  

職業能力開発局 能力開発課   



障害者雇用に関する状況をみると、平成18年度におけるハローワークの新規求職申込  

件数や就職件数が過去最高となるなど、障害者の「働きたい」という意欲がこれまでにな  

い高まりをみせている。   

こうした中、本年2月にとりまとめられた「成長力底上げ戦略（基本構想）」における  

「就労支援戦略」において、障害者の就労支援策が大きな柱として位置付けられるととも  

に、本年中に、『「福祉から雇用へ」推進5か年計画』を策定の上、平成19年度～21年  

度を集中戦略期間として、就労支援策を実施していくこととされている。   

また、このことは、「経済財政改革の基本方針2007」（平成19年6月閣議決定）に  

おいても位置付けられているところである。   

このため、平成20年度においては、上記の状況を踏まえつつ、①雇用、福祉、教育等  

の連携による地域の就労支援力の強化、②障害者雇用促進法制の整備、③障害者雇用の底  

上げのための関係者の意識改革、④障害の特性に応じた支援策の充実・強化、⑤障害者に  

対する職業能力開発の推進により、障害者の雇用促進を図ることとする。  

平成20年度要求額17，660（13，882）百万円  

Ⅰ雇用、福祉、教育等の連携による地域の就労支援力の強化  

1 ハローワークを中心とした、地域の関係機関との連携による「チーム支援」（「地  

域障害者就労支援事業」）の強化等  

［要求額1，251（129）百万円］   

ハローワークが中心となって、地域の福祉施設、特別支援学校等の関係機関と連携し  

て、「障害者就労支援チーム」を編成し、就職から職場定着まで一貫した支援を行う取  

組（チーム支援）について、関係機関との連絡調整等を担う「就労支援コーディネータ  

ー（仮称）」を配置する等、体制・機能の強化を図る。   

また、「就職ガイダンス」、「管理選考・就職面按会」の実施により、ハローワークの  

マッチング機能の充実・強化を図る。  

2 障害者就業・生活支援センター事業の拡充  

［要求額 2．812（1，242）百万円］  

障害者の身近な地域において就業面及び生活面における一体的な相談・支援を行う  

－1－   



「障害者就業・生活支援センター」について、 「成長力底上げ戦略」において、全障害  

保健福祉圏域に設置することとされたこと等を踏まえ、設置か所数を大幅に拡充する。  

また、センターの支援対象者の増加を踏まえ、実施体制を充実するとともに、職場定着  

機能を強化する。  （設置か所数 135センター ー→ 235センター）  

3 地域の福祉施設・特別支援学校における、一般雇用や雇用支援策に関する理解の   

促進（「障害者就労支援基盤整備事業」の推進）  

［要求額 55（55）百万円］   

福祉施設、特別支援学校と連携し、福祉施設職員あるいは特別支援学校の生徒と保護  

者を対象に、一般雇用や雇用支援策に関する理解の促進を図るセミナー、事業所見学会、  

職場実習のための面接会を実施することを通じて、福祉施設利用者や特別支援学校の生  

徒の就職促進を図る。  

4 障害者の就労支援を担う人材の育成・確保のあり方に関する調査研究（新規）  

［要求短12（0）百万円］   

障害者の就労支援を担う人材の育成・専門性の向上を図るため、雇用、福祉、教育等  

の各分野で就労支援を担う人材について、分野横断的な育成・確保のあり方について、  

幅広い見地から検討を行う。  

5 障害求職者と企業とのマッチング支援ツールの整備（新規）  

［障害者雇用納付金事業］   

障害者と企業とのミスマッチを解消するため、障害者の適性・能力や適切な支援方法、  

アピールポイント等を記述できる「障害者マッチングシート（仮称）」を開発するとと  

もに、特に中小企業において、障害者の雇用の体制・条件整備を促進するための「障害  

者雇用自己診断チェックシート（仮称）」を開発することとする。  

6 障害者トライアル雇用事業の拡充  

［要求額 959（902）百万円］   

事業主に障害者雇用のきっかけを提供するとともに、障害者に実践的な能力を取得さ  

せて常用雇用へ移行するため、短期間の試行雇用（トライアル雇用）を実施する。  

（対象者数 8，000人 → 8，500人）  
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Ⅱ 障害者雇用促進法制の整備  

1 障害者雇用促進法制の整備（新規）  

［要求綾 21（0）百万円］   

障害者雇用対策の充実強化に向け、短時間労働及び派遣労働に対応した障害者雇用率  

制度の見直し、中小企業における障害者の雇用促進、福祉、教育等との連携による障害  

者の就労支援の強化等について、 関係審議会の検討結果を踏まえ、障害者雇用促進法制  

について所要の整備を行う。  

Ⅲ 障害者雇用の底上げのための関係者の意識改革  

1 障害者雇用の底上げのための意識改革・支援ネットワーク形成推進事業（新規）  

［要求額 234（0）百万円］   

障害者の一般雇用への移行を促進するため、関係者から国民一般に至るまで幅広い層  

の意識改革を図るため、インターネットを通じた情報の共有・流通、障害者雇用支援優  

良企業による積極的な働きかけや働く障害者からのメッセージの発信他地域の事業主集  

団による意識改革セミナーの開催等により、働く障害者を支援するネットワークを構築  

・強化し、障害者雇用の取組の推進を図る。  

2 地域の事業主団体を活用した「障害者雇用に関する意識改革促進事業」の推進  

（新規）  

［要求額 338（0）百万円］   

地域の事業主団体を活用して、「意識改革セミナー」を開催し、企業における具体的  

な障害者雇用の取組を促進するとともに、地域の福祉施設・特別支援学校等関係者との  

交流等を通じた意識改革を図り、地域の関係者が叫体となった障害者雇用の取組の推進  

を図る。  

Ⅳ 障害の特性に応じた支援策の充実・強化  

1精神障害者の特性に応じた支援策の充実・強化（「精神障害者ステップアップ雇  

用奨励金（仮称）」の創設等）（新規）  

［要求額 290（0）百万円］  

－3－   



精神障害者の障害特性を踏まえ、一定程度の期間をかけて段階的に就業時間を延長し  

ながら常用雇用を目指すことができる制度（「精神障害者ステップアップ雇用奨励金（仮  

称）」）を創設するとともに、「精神障害者就職サポーター（仮称）」を配置し、ハローワ  

ークにおける精神障害者のカウンセリング機能を強化することにより、精神障害者の雇  

用促進のための包括的な支援を実施する。  

2 医療機関等との連携による精神障害者の就労支援の推進  

［要求嶺 47（47）百万円］   

医療機関等を利用している精神障害者を対象に、就職活動のノウハウ等を付与するジ  

ョブガイダンスを、ハローワークが実施するとともに、医療から雇用への移行を促す就  

労支援モデルを構築する。  

3 若年コミュニケーション能力要支援者就職プログラムの推進  
［要求額 86（89）百万円］   

ハローワークにおいて、発達障害等の要因によりコミュニケーション能力に困難を抱  

えている求職者について、その希望や特性に応じた専門支援機関に誘導するとともに、  

障害者向け専門支援を希望しない者については、きめ細かな就職支援を実施する。   

また、専門支援機関である地域障害者職業センター及び発達障害者支援センターにお  

いて、発達障害者に対する専門的な就労支援を効果的に実施する。  

4 発達障害者の就労支援者育成事業の推進  

［要求額12（13）百万円］   

発達障害者支援センターにおいて、医療、保健、福祉、教育等関係機関の発達障害者  

支援関係者に対する就労支援ノウハウの付与のための講習等を実施するとともに、発達  

障害者と支援者による体験交流会を開催する。  

Ⅴ 障害者に対する職業能力開発の推進  

1 民間を活用した機動的かつ実践的な職業訓練の推進  

［要求額1，800（1，487）百万円］  

障害者の態様に応じた多様な委託訓練の拡充により職業訓練機会の充実を図るととも  

－4－   



に、特別支援学校と連携したより早い段階からの職業能力開発を行い、一般就労に向け  

た切れ目のない支援を実施する。  

（対象者数 6，600人 → 8，150人）  

2 政令指定都市における職業能力開発推進基盤の強化  

［要求額 217（55）百万円］   

教育、福祉の実施主体である政令指定都市において、特別支援学校の生徒及び就労移  

行支援事業利用者等の態様やニーズを踏まえた職業訓練をより一層推進する第2期障害  

者職業能力開発プロモート事業を実施する。  

（実施箇所数 6か所 → 17か所）  

3 一般校を含めた公共職業能力開発施設における障害者職業訓練の推進  

［要求額 3，990（4，287）百万円］   

障害者職業能力開発校において、職業訓練上特別な支援を要する障害者に重点を置い  

た支援を実施するとともに、一般の職業能力開発校において知的障害者等を対象とした  

訓練コースの設置を促進し、身近な地域での職業訓練機会を拡充する。  

4 発達障害者に対する職業訓練の推進  

［要求額106（53）百万円］   

一般の職業能力開発校における発達障害者対象の職業訓練コースを拡充するととも  

に、独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構の運営する障害者職業能力開発校において、  

発達障害者の職業訓練を本格実施する。  

（実施箇所数 3か所 → 8か所）  

－5－   



厚生労働省発表  

平成’19年8月 7日  職業安定局高齢・障害者雇用対策部  

障害者雇用対策課  

課  長 吉永 和生  

調 査 官 浜島 秀夫  

課 長 補 佐 矢田 玲湖  

課 長 補 佐 手倉森 一郎  

電話 5253〆1111（内）5837，5852  

3595－1173（直通）  

障害者雇用促進のための3つの研究会、報告書まとまる  

一 障害者雇用対策の充実強化に向けて －   

平成18年4月に改正障害者雇用促進法が全面施行されたところであるが、労働政策審読  

会意見書や国会審護の際の附帯決議等において、次期制度改正に向けた障害者雇用対策の更  
なる充実強化が求められている。また、本年2月にとりまとめられた「成長力底上げ戦略（基  

本構想）」において、障害者等に対する就労支援戦略の仙環として障害者雇用促進法制の整備  

が位置付けられているところである。   

このような中、障害者雇用をめぐる状況として、近年、短時間労働、派遣労働等就業形態  

が多様化しており、こ うした就業形態に対する障害者のニーズを踏まえつつ、働き方の選択  

肢を拡大しながら障害者雇用を進めていく必要がある。   

また、中小企業における障害者の雇用状況が低下傾向にあること等を踏まえ、中小企業に  

おける障害者雇用を促進することが必要となっている。   

さらに、雇用、福祉、教育等の分野の関係機関が、役割分担の下、各地域において就労支  

援のネットワし一クを構築すること等も重要となっている。   

このため、厚生労働省においては、学識経験者等の参集を求め、平成18年7月より「多  

様な雇用形態等に対応する障害者雇用率制度の在り方に関する研究会」（座長：岩村正彦東京  

大学大学院教授）、「中／ト企業における障害者の雇用の促進に関する研究会」（座長：今野浩一  

郎学習院大学経済学部教授）及び「福祉、教育等との連携による障害者の就労支援の推進に  

関する研究会」（座長二松夫勝宏目白大学人問学部教授）を開催してきたところであるが、今  

般、それぞれの研究会の検討結果がとりまとまられた。   

今後、厚生労働省としては、これらの報告書を踏まえ、平成20年度概算要求に反映させ  

るとともに、障害者雇用促進法の改正に向け、労働政策審議会障害者雇用分科会において検  

討していく予定である。  

（資料）  

資料1－1～1－3 各研究会報告書の概要  

資料2－1～二Z－3 各研究会開催要綱ノ  

資料3叫1～二3－3 各研究会開催状況  

資料4－1～ノ4－3 各研究会報告書（二 （略）   



障害者雇用促進のための3つの研究会報告書の主な検討項目  

多様な雇用形態等に対応する障害者雇用率制度の覆り方に関する研究会報告書  

○ 障害者の短時間労働について  

・障害者雇用における短時間労働の位置づけ  

障害者の短時間労働に対する障害者雇用率制度の適用  

・適用時期等  

○ 障害者の派遣労働及び紹介予定派遣について   

▲ 障害者雇用における派遣労働の位置づけ  

・派遣元事業主及び派遣先の障害者に対する配慮に関する役割分担等  

障害者の派遣労働に対する障害者雇用率制度の適用  

障害者雇用における紹介予定派遣の活用  

こおける障害者の雇用の促進に関する研究会報告書  

○ 中小企業に対する雇用支援策の強化について  

・ 中′ト企業に対する雇用支援策の現状と課題  

・障害者雇用についての理解の促進等  

・複数の中′ト企業が共同で障害者を雇用する仕組み  

○ 中小企業における経済的負担の調整の実施について  

・障害者雇用納付金制度の障害者雇用における効果  
今後の制度の在り方  

福祉、教育等との連携による障害者の就労支援の推進に関する研究会報告書  

○ 地域の就労支援のネットワークの構築  

○ 地域における各分野の就労支援機関の役割と今後の在り方   

・ ハローワーク  

・地域障害者職業センター  

・障害者就業・生活支援センター  

・障害者雇用支援センター  

・就労移行支援事業者  

・特別支援学綾  

○ 就労女援を担う人材の分野横断的な育成・確保の在り方  

○ 連携による就労支援を効果的に実施するためのツールの整備   



資料1－1  

多様な雇用形態等に対応する障害者雇用率制度の在り方に関する研究会  

報告書概要  

の短時  

（障害者雇用における短時間労働の位置づけ）   

○ 障害者の短時間労働者が増加している中で、障害者の短時間労働に対するこ一ズも   

相当程度存在することから、障害者雇用における短時間労働の位置づけについて、あ   

らためて検討すべき時期に来七いる。   

○ 障害の特性や障害の程度、さらには、加齢に伴って体力等の面で改題が発生する場   

合等を考えると、短時間労働は、障害者の就業形態の漣択肢の鵬つとして有効な面が  

あると考えられる。  

また、障害者自立支援法の施行により、障害者の就労支援策が強化される中、福祉   

的就労から一般雇用へ移行していくための、段階的な就業形態としても、有効である  

と考えられる。  

（障害者の短時間労働に対する障害者雇用率制度の適用）  

○ 今後は、事業主による社会連帯の理念の下で、新たに、短時間労働も含めて障害者   
の雇用機会を確保・拡大していくことが必要であるという考え方に基づき、・障害者雇   

用率制度において、適所定労働時間が20時間以上30時間未満の短時間労働につい   

ても、雇用義務の対象としていくこと、具体的には、雇用義務の基礎となる労働者数   

及び雇用している障害者数の算定において、短時間労働者も加えるこ∫ととすることが   
考えられる。  

○ 短時間労働を雇用義務の対象とする場合、短時間労働者及び短時間労働の障害者に   

ついて、具体的にどのように算定することとするかについては、本人の希望や適性に   

応じた働き方へ移行することを阻害しないようにすることにも留意して、検討する必   

要があり、短時間労働者及び短時間労働の障害者については、0．5カウントとして   

算定することが適当であると考える。  

（適用時期等）  

○ 短時間労働者を多数雇用している企業においては、短時間労働が雇用義務の対象と   

なった場合の影響が大きいことも想定されるため、短時間労働を雇用義務の対象とす   

るに当た1）ては、各企業に対して円滑かつ達やか な準備・取組を促すことにより、短   

時間労働による障害者の雇用機会が実際に拡大していくよう、適切な一一定の準備期問   

を設けることが必要であると考えられる。   



障害者の派遣労働及び紹  

（障害者雇用における派遣労働の位置づけ）  

○ 派遣労働が選択肢の一つとなってきている中で、派遣労働で働く障害者は現状では   

きわめて少ないものの、派遣労働に対する障害者のニーズが一定程度あることも踏ま   

えつつ、障害者雇用対策の面から、その位置づけや課題について整理することが必要   

である。  

○ 派遣労働においては、障害者の場合は、職場定着に相当の配慮や時間を要すること   

があることから、派遣元事業主の配慮や支援により、できる限り安定的な形態での派   
遣労働をすることができるようにしていくことが望ましい。  

○ 労働者派遣を通じて派遣元事業主が有する労働力需給調整の機能に着目すると、福   

祉的就労から一般雇用への移行等に関して、そのチャンネルの一つとして機能するこ   

とが期待される。  

（派遣元事業主及び派遣先の障害者に対する配慮に関する役割分担等）  

○ 障害者が派遣労働という形で安心して働くことができるようにするためには、障害   

者の派遣労働に関して、派遣元事業主又は派遣先がそれぞれ配慮すべき事項、あるい   

は、ともに配慮すべき事項について、雇用関係と指揮命令関係との関係を踏まえ、具   

体的な整理を行い、明確にしていくことが適当である。  

○ 障害者である派遣労働者を派遣先が円滑に受け入れられるようにするためには、派   

遣元事業主及び派遣先の役割分担も考慮しつつ、派遣先における受入態勢の整備につ   

いて、支援策を検討していくことも重要である。  

（障害者の派遣労働に対する障害者雇用率制度の適用）  

○ 障害者の派遣労働による就業機会を確保し、また、これにより障害者の雇用機会全   

体の拡大も図っていくためには、実際に働く場所となる派遣先が、障害者である派遣   

労働者の受入を前向きに考えることが不可欠であると考えられる。  

そのためには、障害者である派遣労働者を受け入れた場合にメリットが生ずるよう、   

障害者雇用率制度において、派遣先においてもー定の評価を行うことが適当である。  

○ この場合、障害者の雇用義務が雇用関係を基礎として事業主に課されている中で、   

派遣労働においては、派遣元事業主と派遣労働者との問に雇用関係があることから、   

派遣元事業主に障害者の雇用義務があることを前提とすることとし、障害者の雇用義   

務の算定の基礎となる労働者数については、現行と同様に派遣元事業主において算定   

することが適当である。 

また、障害者雇用率制度において、派遣労働者が一般の労働者よりも優位に評価さ   

れることのないようにすることや派遣先における．障害者の直接雇用が後退するような   

ことのないようにすることに留意しつつ、1人の障害者である派遣労働者について、   

例えば、派遣元事業主及び派遣先においてそれぞれ0．5人分ずっと算定することが   



考えられj5。  

（障害者雇用における紹介予定派遣の活用）  

○ 紹介予定派遣の場合、一定の派遣期間を介することによって、企業と障害者め双方   

の不安感の解消にもつながるものと考えられ、さらに同一の企業において、派遣期間   

を経て直接雇用を目指すものであるため、職場定着に相当の時間や配慮が必要な知的   

障害者や精神障害者の場合であっても、また、福祉的就労から一般雇用への移行の場   

面においても、活用の可能性があると考えられる。  

○ 障害者に係る紹介予定派遣については、まだほとんど実績がない状況にあると考え   

られることから、今後はまず、これを活用した障害者雇用促進のモデルを確立してい   

くことが重要であると考えられる。   

このようなモデルが確立するまでの一定期間は、支援体制や相談体制の整備等を行   

って、障害者に係る紹介予定派遣を実施する派遣元事業主に対し、一定の助成措置を   

講じていくこと等、その支援策について検討を進める必要がある。  

3   



資料1－2  

中小企業における障害者の雇用の促進に関する研究会報告書概要  

強化について  

（中小企業に対する雇用支援策の現状と課題）   

○ 我が国の企業数の大半を占める中小企業において、十分な障害者の雇用の場を確   

保することは重要であり、また、中小企業は、身近な地域で自立した生活を求める   

障害者に対し、雇用の場を提供することができる地域の主要な担い手としても重要。   

○ 中小企業における障害者雇用を促進するため、障害者雇用についての理解の促進、   

マッチングに関する支援、職場定着に関する支援等様々な観点から、新たな取組に   

ついて総合的に検討すべき状況にある。  

（障害者雇用についての理解の促進等）   

○ 中小企業における理解の促進のためには、行政や関係機関からの働きかけだけでは   

なく、中小企業団体や業種別団体を活用し、企業同士の情報交換等を含めた自主的な   

取組を進めていくことも、効果的であり、一定期間、集中的に、このような取組を全  

国的に実施し、中小企業における障害者雇用の取組に弾みをつけることも重要。   

○ 障害者を雇用した経験のない中小企業等では、障害者雇用について消極的・否定的   

な考えにとどまっている場合が多いと考えられるため、地域において中′ト企業と障害   

者団体、福祉施設、特別支援学校等との交流の場を設けて、障害に関する理解を琴め   

たり、企業と施設・学校の相互の理解や連携を深めたりしていくこともーつの方策。  

さらに、実際に雇用を進める中で事業主の理解の促進や不安感の解消を図るとい  

う面から、トライアル雇用や障害者委託訓練の活用も有効であるとともに、はじめて   

障害者を雇用する中小企業に対して、職場実習の受入等に関する促進策を講ずる等に   

より、まずは障害者との接点をつくることを促すことも重要。   

○ 中′J、企業側と障害者側（又は障害者の就労支援を担う側）の問においては、マッ   

チングの大きな制約となるギャップが存在することから、これを少しでも埋めて、両   

者を近づけていく工夫・ツールが不可欠。  

例えば、中小企業向けには、障害者雇用に関して自社の状況・可敵性を自己評価で   

きるチェックリストのようなツール、また、求職障害者向けには、障害者が自らの適   

性や能力、アピールポイント等を分かりやすくまとめることができるシートのような   

ツールがあると有効。  

（複数の中小企業が共同で障害者を雇用する仕組み）  

○ 中′ト企業において障害者の雇用機会を拡大していくためには、職務の分析・再整理   

を通じて仕事を切り出す（生み出す）ことが重要であると考えられるが、中小企業に   

おいては、個々の企業では障害者雇用を進めるのに十分な仕事量を確保することが困   

難な場合もあると考えられる。  

このような場合、事業協同組合等を活用して、複数の中′ト企業が共同して障害者   



の雇用機会を確保することが有効ではないかと考えられることから、このような仕組  

みについて、今後検討を進めていくことが必要。  

中小企業における経済的負担の調整の実施につい  

（障害者雇用納付金制度の障害者雇用における効果）  

○ 実雇用率の推移、企業規模300人を境とした障害者雇用状況や障害者雇用に関す   

る考え方の違いにかんがみると、障害者雇用納付金制度による経済的負担の調整が実   

施されてきたことが、大企業における障害者雇用の取組や理解の促進について、相当   

程度の効果を上げてきたと考えられる。  

（今後の制度の在り方）   

○ 障害者雇用納付金制度においては、300人以下の規模の中小企業は障害者雇用   

納付金の徴収対象となっていないため、301人以上の規模の企業であれば法定雇   

用率を超えて1人でも多く障害者を雇用していれば支給される障害者雇用調整金が   

支給されず、障害者を4％又は6人のいずれか多い数を超えて雇用している場合に   

ついて、報奨金が支給されており、その支給を受けている中小企業はごくわずかと  

なっている。  

このような制度の状況は、中小企業における障害者雇用の取組を促進していくた  

めには、十分なものとは言えない状況にあると考えられる。   

○ したがって、中小企業においても障害者雇用を確実に進めていくためには、法定   

雇用率を超えて障害者を雇用している中小企業と法定雇用率を達成していない中小   

企業との間の経済的負担の不均衡を調整していくことが必要となっており、300   

人以下の規模の中小企業についても、障害者雇用納付金制度の適用対象、すなわち、   

障害者雇用納付金を徴収し、障害者雇用調整金を支給する対象とすることを検討す  

ることが適当であると考える。   

○ この検討に当たっては、中′ト企業の経営実態等に十分配慮しつつ、規模別にみた   

障害者雇用の状況や経済的な負担能力を勘案して、実施時期や対象とする中′ト企業   

の範囲をどのようにするのかということ、また、対象とする際に中′ト企業に対する   

支援策を集中的に実施することにより障害者雇用を促進する流れを強めていくこと   

も含め、今後さらに検討することが適当である。  
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（参考資料1）   

雇用義務制度創設時からの企業規模別実雇用率の推移  

（各年6月1日現在）  

制度創設時  現在  

（昭和52年）  （平成18年）   
増減値   

1．000人以上   0．80％  1．69％   0．89％   

500～999人  1．04％ 1．53％   0．49％   

300～499人  1．21％  1．48％   0．27％   

100～299人  1．48％  1．27％   △0．21％   

～99人※   1．71％  1．46％   △0．25％   

全  体   1．09％  1．52％   0、43％   

※ 99人以下規模企業については、納付金制度創設時は法定雇用率が1．  

5％のため、67人以上規模が対象、現在は法定雇用率が1，8％のため、  

56人以上規模が対象である。   



（参考資料2）  

各年6月1日現在  

S S S S S S S S S S S S 日 日 H H H H H 日 日 H 日 日 H H H H H H  
5 5 5 5 5 5 5 5 6 6 6 6 1 2 3 4 5 6 7 8 9 11111111†  

0 1 2 3 4 5 6 7 8   2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3  

※ ～99人規模企業については、   

▲ 昭和52年～昭和62年は、67人以上規模企業が対象  

昭和63年～平成10年は、63人以上規模企業が対象  

・平成11年～は、56人以上規模企業が対象となっている。  



経済的負担の調整の現状（イメ 
（参考資料3）  

常用労働者数  

300人  
′■‾■‾■■‾‾‾■■‾■■■－ ■ヽ  

／  ＼  

l  1  

1  】  
l  】  
l I  

… 過不足！  
義 】  
！ゼロ企業※‡  

I 】  

1（21・4％）ミ  

法定雇用数を超過しているが  

給付なし  

（21．0％）  

納付なし  

（55．7％）  

＼＿＿＿＿＿＿＿ ノ  

く華  4％又は6人の  

いずれか多い数  

● 回のカツコ内の数値は、301人以上規模企業及び56～300人規模企業それぞれの全企業数を100％とした場合の割合を  

※ 過不足ゼロ企業には、法定雇用数は超過しているが、給付の面では除外率が適用されないため、給付の対象とならない企業も含む。   



「福祉、教育等との連携による障害者の就労支援の推進に関する研究会」  

報告書概要  

の就労支援のネットワークの構  

○ 障害者の希望・ニーズに応じた就職を実現し、働く障害者を支えていくためには、   

雇用、福祉、教育等の各分野の連携が不可欠であり、各支援機関の役割分担の下、   

個々の障害者のニーズに対応した長期的な支援を総合抑こ行うためのネットワーク   

を地域ごとに構築することが必要。  

○ 就労支援のネットワークは、障害者の身近な地域に設置される就労支援機関が中   

心となって構成されるものであり、女援ニーズに応じて、地域ごとに、各支援機関 

の強みを活かした効果的な役割分担やネットワークの構成を検討することが重要。  

また、都道府県レベルで設置される機関は、相互の連携を密接に図りつつ、地域   

のネットワークを支える役割を果たすことが必要。  

地域における各分野の就労支援横関の役割と今後の在り  

（ハローワーク）   

○ 全国の各地域に設置されている第一線の労働行政機関として、職業相談・職業紹   

介や企業指導等を通じ、障害者の雇用機会の確保というセーフティネット機能を十   

分に発揮すべき。また、就労支援のプロセスの中でも特に重要なマッチングを担う   

機関として、ネットワークの構築に中核的な役割を果たすべき。   

○ ハローワークのみでは支援の完結しない求職者や、福祉・教育から雇用への移行  

を希望する者等に対してきめ細かな支援を効果的に行うために、ハローワークが中   

心となり地域の支援機関と連携して個別支援を行う「チーム支援」をハローワーク  

の業務として明確に位置づけるとともに、地域の支援機関の機能に応じた役割の調   

整を行い、一貫しキ効果的な支援となるよう、関係機関に対するコーディネートカ  

を高めることが必要。   
○ 知的障害者、精神障害者等のよりきめ細かな支援を必要とする求職者の増加を踏   

まえ、質の高い職業紹介を行うことが求められ、職員研修の充実等を通じて障害者   

担当の専門性を高めるとともに、十分な実施体制を確保することが必要。  

（地域障害者職業センター）   

○ 中核的な職業リハビリテーション機関として設置され、障害者職業総合センター   

を中心に全国ネットワークを形成し、豊富な支援実績に基づくノウハウを集約して   

蓄積しており、地域の就労支援の広がりの中で、その高度な専門性とノウハウの蓄   

積を活かした業務の展開を図るべき。   

○ 地域の支援機関による質の高い就労支援が、どの地域においても提供されるよう  

にするためには、今後は、   

① 地域において就労支援を担う専門的な人材の育成   

② 地域の支援機関に対する助言・援助  

の業務を同センターの基幹業務の一つとして位置づけ、地域の就労支援力の底上げ   



を図ることが必要。  

○ また、地域の就労移行支援事業等の支援機関との役割分担を明確にし、地域セン   

ターにおいては、就職等の困難性の高い障害者（精神障害者、発達障害者等）に対   

する専門的支援を自ら実施することとすべき。  

○ 地域センターの業務の新たな方向性を踏まえ、実施体制の充実や障害者職業カウ   

ンセラーの資質の一層の向上を図ることが必要。  

（障害者就業■生活支援センター）   

○ 就業面と生活面の一体的な支援を行う身近な地域の職業リハビリテーション機関  

として、着実に実績をあげている。   

○ 地域の関係機関と連携しながら、相談から就職準備、職場定着に至るまで、障害  

者に必要な支援をコーディネートする役割が求められ、地域のネットワークの一員  

として不可欠な存在であることから、すべての障害保健福祉圏域への設置を、計画  

的かつ早急に進めることが必要。   

○ また、様々なニーズを有する障害者に対する支援をコーディネートする機能を十  

分に発揮していくためには、専門性の高い人材の育成・確保を図ることが重要であ  

り、事業の委託の在り方を見直すとともに、支援担当者の専門性を高めるための研  

修の充実を図ることが必要。   

○ さらに、センターの支援により就職を実現した利用者をはじめ、支痍対象者が増  

大していることを踏まえ、地域のニーズ及び支援実績等を勘案しつつ実施体制の充  

実を図ることが必要。また、定着支援に果たす役割をセンターの業務としてあらた  

めて明確に位置づけるとともに、定着支援機能の強化を図ることが重要。   

（障害者雇用支援センター）   

○ 就職が特に困難な知的障害者等に対する長期的な職業準備訓練の場として、全国   

14カ所に設置され、地域において就労支援の実績をあげてきたところ。   

○ 障害者自立支援法の施行により、目的・機能が雇用支援センターときわめて類似  

する就労移行支援事業が創設され、全国に展開されつつあることから、センターの   

制度的な位置づけを見直す必要が生じており、地域の実情を踏まえつつ、就労移行  

支援事業に移行することが適当であると考えられる。  

（就労移行支援事業者）   

○ 新たに就労移行支援に取り組む事業者が相当数見込まれており、各事業者が支援  

の質を確保し、良質なサービスを提供するためには、事業者自ら就労支援に関する  

専門性の向上等に取り組むことが必要であるとともに、地域センターが技術的・専  

門的な観点から助言・援助を行うことも有効。   

○ 利用者の訓練終了後の就職を円滑に進めるためには、ハローワーク等の労働関係   

機関との連携を図ることが重要であるとともに、就職後の定着支援については、障   

害者就業・生活支援センター等と連携してサポートしていくことが重要。   



く特別支援学校）   

○ 学校卒業後の成人期における職業生活の充実に向けて、職業教育の充実、指導内   

容・方法の改善、職場実習の拡充等を、地域の関係機関と連携しながら進めること  

が必要。また、進路指導担当教員の専門性の向上や進路指導体制を充実することも  

重要。   

○ 卒業後も継続して必要な支援が受けられるよう、「個別の教育支援計画」の策定段  

階から関係機関との連携を図り、卒業後の支援体制の構築につなげていくことが重  

要。  

就労支援を担う人材の分野横断的な育成・確保の在り  

○ 就労支援の強化が求められる中で、支援の担い手の育成と専門性の確保が追いつ   

いていないことから、人材育成の取組を強化することが不可欠。  

○ 人材育成に当たっては、就労支援の裾野を広げること、専門性を高めることの双   

方から育成を進めることが必要であり、そのためには、専門的支援を行うジョブコ   

ーチを含め、就労支援を担う人材に必要なスキル・能力をレベルごとに明確化する   

とともに、育成方法についても体系化することが重要。  

○ 人材育成方策の具体化に当たっては、必要な知識・スキル等の能力要件、研修カ  

リキュラム、一定の資質・水準を確保するための能力評価の仕簸み等について、今   

後、幅広い見地から検討していくことが必要。  

○ 支援機関と雇用の現場をつなぐジョブコーチり育成・砲保が重要であり、全直で   

養成研修が受けられる体制をつくることが求められるとともに、養成研修について   

は一定の水準を確保することも重要。  

よる就労支援を効果的に実施するためのツールの整  

○ ネットワークの支援機関の間の共通理解を促進し、雇用、福祉、教育等の各分野   

の連携による支援を効果的に進めるため、支援に当たって必要な情報や支援ツール   

（個別の支援計画等）を共有できるようにすることが重要である。  
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資料2－1  

多様な雇用形態等に対応する障害者雇用率制度の在り方に関する研究会  

開催要綱  

1∴軽量   

経済・産業構造の変化を背景として、労働者の就業意識とともに働き方も多様化する  

傾向にある。働き方の多様化は、障害者にとって、就業場所や就業時間といった面での  

選択可能性が広がることにより、社会参加の制約要因を克服し、就業機会の拡大をもた   

らす可能性を有する点で、大きな意義を持つといえる。   

近年、短時間労働者や派遣労働者の雇用全体に占める割合が高まっている中で、短時  

間労働や派遣労働といった雇用形態への対応についても、障害者雇用促進の観点からさ   

らに検討を進めることが必要である。また、週20時間未満労働やグループ就労といった  

雇用・就労形態についても、個々の障害者の特性を踏まえて障害者雇用の促進を図ると  

いう観点から、必要な支援策を講じていくことが求められている。   

このため、関係者の参画する研究会を設け、多様な雇用形態等に対応する障害者雇用  

率制度の在り方に関して検討を行うこととする。  

2．研究会の運営  

（1）研究会は、厚生労働省職業安定局高齢・障害者雇用対策部長が、学識経験者、障害  

者団体関係者、労働者団体関係者及び使用者団体関係者の参集を求め、開催する。  

（2）研究会の座長は、参集者の互選により選出する。  

（3）■研究会の庶務は、厚生労働省職業安定局高齢・障害者雇用対策部障害者雇用対策課  

において行う。  

3．参集者  

別紙のとおり  

些∴ 

平成18年7月～  

卓∴検討事項  

（1）障害者の短時間労働について  

（2）障害者の派遣労働について  

（3）その他   



（別紙）  

多様な雇用形態等に対応する障害者雇用率制度の在り方に関する研究会参集者  

（五十音順、敬称略）  

いわむらまさひこ  

岩村 正彦   東京大学大学院法学政治学研究科 教授   

かたおかたくひろ  

片岡 卓宏   社会福祉法人目本身体障害者団体連合会 副会長   

きたうらまさゆき  

北浦 正行   財団法人社会経済生産性本部 事務局 次長   

さいとうよしみ 斉藤 好  

花椿ファクトリー株式会社 代表取締役社長   

すずきたかゆき  

鈴木 孝幸   社会福祉法人日本盲人会連合 情報部長   

たち あきお  西南学院大学人間科学部社会福祉学科 教授  

まつともりょう  

松友  了   

みやたけひでのぶ  

宮武 秀信   

むらかみようこ  

村上 陽子   

やぎはらりつこ  

八木原 律子   

わじましのぶ 輪島 忍  

社会福祉法人全日本手をつなぐ育成会 顧問（前常務理事）  

世田谷区立知的障害者就労支援センターすきっぶ 施設長  

日本労働組合総連合会 雇用法制対策局 部長  

明治学院大学社会福祉学部社会福祉学科 教授  

社団法人日本経済団体連合会 労政第一本部雇用管理グループ長  
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資料2－2  

中小企業における障害者の雇用の促進に関する研究会  

開催要綱  

1．趣旨   

近年、障害者の就業に対するニーズの高まり等を受けて、雇用障害者数は増加傾向で   

あり、特に大企業においては、CSR（企業の社会的責任）の高まりや特例子会社制度  

の活用等を通じて、実雇用率を着実に上昇させているところである。一方、中′ト企業に  

おいては実雇用率が低下傾向にあり、特に100～300人規模の企業の実雇用率は著しく低   

下している。   

このため、中′ト企業における障害者雇用の促進を図っていくことが必要となっており、  

企業規模が小さく、経営基盤が脆弱である中小企業の特性を踏まえながら、中小企業に  

対する雇用支援策の強化を図るとともに、障害者雇用の多寡による経済的負担のアンバ   

ランスについて、 中小企業においてもその調整を図ることを検討する必要がある。   

このため、関係者の参画する研究会を設け、中′ト企業における障害者の雇用の促進に   

関して検討を行うこととする。  

2．研究会の運営  

（1）研究会は、厚生労働省職業安定局高齢・障害者雇用対策部長が、学識経験者、障害   

者団体関係者、労働者団体関係者及び使用者団体関係者の参集を求め、開催する。  

（2）研究会の座長は、参集者の互選により選出する。  

（3）研究会の庶務は、厚生労働省職業安定局高齢・障害者雇用対策部障害者雇用対策課   

において行う。  

3．参集者  

別紙のとおり  

牛 開催時期．   

平成18年7月～  

摘草項．  

（1）中ノト企業に対する雇用支援策の強化  

（2）中小企業における経済的負担の調整の実施  

（3） その他   



（別紙）  

中小企業における障害者の雇用の促進に関する研究会参集者  

（五十音順、敬称略）  

いまのこういちろう  

今野 浩一郎   

おがわえいいち 小川 柴－   

かねこあゆこ  

金子 鮎子   

くらちのぶあき 倉知 延章   

こばやしふみお  

小林 文雄   

さとうけんじ  

佐藤 健志   

はらかわこうじ  

原川 耕治   

ふじわら おさむ  

藤原   治   

ほりえみさと  

堀江 美里   

むらかみようこ  

村上 陽子   

もりとひでゆき  

森戸 英幸   

わじま 

しのぶ  

忍  

学習院大学経済学部 教授  

社会福祉法人日本身体障害者団体連合会会長  

NI）0法人全国精神障害者就労支援事業所連合会 専務理事  

九州ルーテル学院大学人文学部 教授  

社会福祉法人日本盲人会連合総合企画審議会副委員長  

日本商工会議所産業政策部 課長  

全国中小企業団体中央会 労働政策部長  

社会福祉法人全日本手をつなぐ育成会 前理事長   

NPO法人 WEL’s新木場  

障害者就業・生活支援センター WEL’s TOKYO 副センター長   

日本労働組合総連合会 雇用法制対策局 部長  

上智大学法学部 教授  

社団法人日本経済団体連合会労政第一本部雇用管理グループ長   



資料2－3  

福祉、教育等との連携による障害者の就労支援の推進に関する研究会開催要綱  

1．趣旨   

障害者自立支援法の制定により、授産施設等の福祉施設や作業所が機能別に再編成さ   

れ、福祉的就労から一般雇用への移行が促進されることとなり、また、教育の分野にお   

いては、個別の教育支援計画の策定に当たり地域における福祉施設等や労働関係機関と  

連携した支援体制の整備が求められている。   

このような中で、雇用の分野においても、障害保健福祉施策、教育施策と有機的な連   

携を深めながら、障害者の一般雇用への移行等を促進するための施策を講じていくこと   

が急務となっている。   

一般雇用への移行を希望する障害者の就労支援については、従来から、ハローワーク、  

地域障害者職業センター、障害者就業・生活支援センター→等の就労支援機関が担うとと   

もに、昨年10月からは職場適応援助者助成金が創設されジョブコー チ支援実施機関や事  

業所における支援も開始されたところであるが、一般雇用への移行を希望する障害者が  

今後増大す■5ことが予想される中で、各分野の連携による支援の現状及び連携のための  

課題を整理するとともに、就労支援機関の今後の在り方、障害者の就労支援を担う人材  

の分野横断的な育成・確保、職業リハビリテーションの体系の整理等について幅広い見  

地から検討することが必要となっている。   

このため、関係者の参画する研究会を設け、福祉、教育等との連携による障害者の就  

労支援の推進に関して検討を行うこととする。  

2．研究会の運営  

（1）研究会は、厚生労働省職業安定局高齢・障害者雇用対策部長が、学識経験者、障害   

者就労支援実務関係者、障害者団体関係者、労働者団体関係者及び使用者団体関係者   

の参集を求め、開催する。  

（2）研究会の座長は、参集者の互選により選出する。  

（3）研究会の庶務は、厚生労働省職業安定局高齢・障害者雇用対策部障害者雇用対策課   

において行う。  

旦∴参集老  

別紙のとおり  

4．開催期毘  

平成18年7月～  

5．検討事項  

（1）福祉、教育等との連携による就労支援の効果的な実施  

（2）就労支援機関の今後の在り方  

（3）就労支援を担う人材の分野横断的な育成及び確保  

（4）職業リハビリテーションの体系の整理  

（5）その他   



（別紙）   

福祉、教育等との連携による障害者の就労支援の推進に関する研究会参集者  

（敬称略、五十膏順）  

いしいとしお  

石井  紀夫  

おがわ ひろし  

小川   浩   

さ と フ    ひろし 佐藤  宏  

しが としかず  

志賀  利一  

たかい 

高井   
としこ   敏子  

横浜市精神障害者家族会連合会筆長   

大妻女子大学人間関係学部人間福祉学科教陵   

前（独）雇用・能力開発機横磯業能力開発総合大学校教授   

（社格）電機神奈川福祉センター常務理事   

（社福）加古川はぐるま福祉会加古川障害者就業・生活支援センター長、  

（NPO）全国就業支援ネットワーク副会長  

武 田  牧子  前（社福）桑友理事  
たりだ王きこ  

ときとうらときよ  

時任  基清 （社福）日本盲人会連合副会長  

なかい しろう  

中井  志郎   株式会社かんでんエルハート代表取締役  

はら ともひこ  

原  智彦  東京都立あきる野学園養護学校主幹  

はらだまさや 原田 雅也 前（社福）全日本手をつなぐ育成会理事  

ひ′；；しほはよしふみ  

東馬場良文  全国社会就労センター協議会事業振興委員長  

ひろなかあきひこ  

弘中  萱．彦 （独）高齢・障害者雇用支援機構東京障害者職業センター次長  

まついのぶお  

松為  信雄  神奈川県立保健福祉大学保健福祉学部社会福祉学科教授  

まついり上うすけ  

松井  亮軒  法政大学現代福祉学部教授  

まつやかつひろ  

松矢  勝宏  目白大学人間学部子ども学科教授  

むらかみようこ  

村上  陽子  日本労働組合総連合会雇用法制対策局部長  

もり ゆうじ  

森  祐司 （社福）日本身体障害者団体連合会常務理事・事務局長  

やまおか しゅう  

山岡  修  

輪島  忍  

わじましのぶ  

日本発達障害ネットワーク代表、全国LD親の会会長   

（社）日本経済団体連合会労政第一本部雇用管理グループ長   



多様な雇用形態等に対応する障害者雇用率制度の在り方に関する研究会  

開催状況  

第1回 平成18年7月28日  

（1） 雇用形態等の多様化に関わる障害者雇用施策の現状と課題について  

（2） 検討項目及びスケジュールについて  

第2回 平成18年10月16日  

○ 関係者からのヒアリング（障害者の短時間労働について）   

① 株式会社 イトーヨーカ堂  

人事本部人事政策プロジェクト総括マネージャー  長岐 等氏   

② 石巻地域就業・生活支援センター長  佐藤正行氏  

18年11月21日  

（1） 関係者からのヒアリング（障害者の派遣労働について）  

① テンプスタッフフロンティア株式会社  

代表取締役社長  

② ハローワ←ク品川（品川公共職業安定所）  

雇用指導官  

中村 淳氏  

加藤辰明氏  

（2） 労働者派遣事業における障害者雇用状況に関するアンケート調査について  

18年12月15日  

（1） 関係者からのヒアリング  

（障害者の紹介予定派遣について）   

① 株式会社エイジェック 障害者就労支援事業部  桑島京子氏  

（グルーープ就労支援について）   

② 社会福祉法人やおき福祉会  

紀南障害者就業・生活支援センター 所長  北山守典氏  

（2）平成18年「障害者雇用状況報告」の集計結果について  

19年1月25日  

（1） 労働者派遣事業における障害者雇用状況に関するアンケート調査の結果につい  

て  

（2）。その他   



第6回 平成19年2月  

（1）論点整理について  

（2）その他  

第7回 平成19年3月27日  

（1）障害者の派遣労働について  

（2）その他  

第8回 平成19年4月13日  

（1）障害者の派遣労働について  

（2）障害者の紹介予定派遣について  

（3）その他  

王丁†一可  第9回 平成19年5月3  

（1）、障害者の短時間労働について  

（2）週20時間未満の短時間労働等について  

（3）その他  

第10回 平成19年6月29日  

（1）報告書の取りまとめに向けて  

（2）障害者の派遣労働に対する障害者雇用率の適用について  

（3）その他  

第11回 平成19年7月27日  

（1）報告書（案）について  

（2）その他   



資料3－2  

中小企業における障害者の雇用の促進に関する研究会開催状況  

成18年7月25日  

（1） 中小企業における障害者雇用の現状と課題について  

（2） 検討項目及びスケジュールについて  

成18年9月27日  

○ 関係者からのヒアリング（中小企業事業主より）   

① 株式会社東豊  

代表取締役   

② 株式会社きものブレイン  

取締役副社長  

吉見 司氏  

岡元眞弓氏  

第3回 平成18年10月13日  

○ 関係者からのヒアリング（中小企業事業主、支援機関より）  

① 株式会社岩崎精機  

総務部庶務課課長代理  

② 独立行政法人高齢・障害者雇用支援機清  

福岡障害者職業センター所長  

③ ハロー ワーク新宿（新宿公共職業安定所）  

専門援助第二部門統括職業指導官  

中嶋輿月氏  

望月春樹氏  

戸嶋和久氏  

18年12月13日  

○ 関係者からのヒアリング（中／ト企業で働く当事者より）  

A氏（身体障害）  

B氏（視覚障害）  

C氏（知的障害）  

D氏（精神障害）  

① E株式会社  

② 株式会社F  

③ 株式会社G  

④ 株式会社H  

（個人に関する情報を保護する必要があるため匿名としております）   



第5回 平成19年1月31日  

（1） 中小企業における障害者雇用の現状と課題について  

（2） その他  

第6回 平成19年2月20日  

（1） 論点整理について  

（2） その他  

第7回 平成19年3月22日  

（1） 中′J、企業に対する雇用支援策の強化について  
（2） その他  

第8回 平成19年6月1日  

（1） 中小企業における経済的負担の調整の実施について  

（2） その他  

第9回 平成19年6月22日  

（1） 研究会報告の取りまとめに向けて  

（2） 中小企業における経済的負担の調整の実施について  

（3） その他  

第10回 平成19年7月31日  

（1） 報告書（案）にういて  

（2） その他   



資料3－3  

福祉、教育等との連携による障害者の就労支援の推進に関する研究会  

開催状況  

第1回 平成18年7月31日  
（1）検討項目及び今後の検討の進め方についで  

（2）障害者の就労支援施策の現状について  

第2回 平成18年9月19日  
（1）平成19年度障害者雇用施策関係予算概算要求の主要事項について  

（2）職業リハビリテーション機関における支援の現状と課題について  

～参集者からの報告～  

○地域障害者職業センター  

東京障害者職業センター次長  

○障害者就業・生活支援センター  

（社福）加古川はぐるま福祉会  

加古川障害者就業・生活支援センター長  

宮崎哲治 委員  

高井敏子 委員  

第3回 平成18年10月24日  
（1）職業リハビリテ ーション機関における支援の現状と課題について   

～関係者からのヒアリング～   

○ハロー ワーク  

渋谷公共職業安定所専門援助第2部門 統括職業指導官  

田口勝美 氏   

○障害者雇用支援センター  

（財）滋賀県障害者雇用支援センター主任指導員 林 博之 氏  

（2）教育分野における就労支援の現状と課題について   

～参集着からの報告～   

○盲・聾・養護学校  

東京都立あきる野学園養護学校主幹  原 智彦 委員  

買4回 平成18年11月7日  
（1）福祉分野における就労支援の現状と課題について   

～参集者からの報告～   

○就労移行支援事業者等Ⅰ  

（社福）電気神奈川福祉センター 常務理事   

○就労移行支援事業者等Ⅱ  

（社福）桑友理事  

志賀利‰ 委員   

武田牧子 委員   

○就労移行支援事業者等Ⅲ  

全国社会就労センター協議会調査・研究・研修委員会筆頭副委員長  

（社福）樅の木福祉会ゼノの村施設長  東馬場良文委員  

（2）発達障害者に対する就労支援の現状と課題について   

～参集着からの報告～   



○発達障害者関係団体  

日本発達障害ネットワーク代表  

全国LD親の会会長  山岡 修 委員  

第5回 平成18年12月26日  
（1）就労支援の現状と課題について   

～参集者からの報告及び関係者からのヒアリング～   

○（独）高齢・障害者雇用支援機靖における人材育成の取組  

（独）高齢・障害者雇用支援機構障害者職業総合センター  

西村公子 氏  職業リハビリテーション部長  

○民間機関におけるジョブコーチ育成の取組  

大妻女子大学人間関係学部人間福祉学科教授  

（NPO）ジョブコーチ・ネットワーク理事長  

○企業における障害者雇用の取組  

株式会社かんでんエルハート 代表取締役  

○地方自治体における障害者の就労支援策  

静岡県商工労働部駄業支援総室総室長  

小川 浩 委員   

中井志郎 委員   

牛島 聡 氏  

（2）その他   

O「障害者雇用状況報告」の集計結果について   

○平成19年度障害者雇用施策関係予算案の主要事項について  

第6回 平成19年2月13日  
（1）就労支援機関の今後の在り方について  

第7回 平成19年3月13日  
（1）就労支援を担う人材の分野横断的な育成及び確保について  

第8回 平成19年4月23日  
（1）福祉、教育等との連携による就労支援の効果的な実施について  

第9回 平成19年5月21日  
（1）とりまとめに向けた基本的な考え方について  

第10回 平成19年6月26日  
（1）研究会報告のとりまとめに向けて  

第11回 平成19年8月6日  
（1）報告書（案）について  

※ 本研究会は、オブザーバー として、社会・援護局障害保健福祉部障害福祉   

課企画官、職業能力開発局能力開発課主任職業能力開発指導官のほか、文部   

科学省初等中等教育局特別支援教育課専門官の参加を得て、開催した。   




